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1

公務員は、憲法により「全体の奉仕者」とされ、職務の遂行に当たっては、中立、公正性が強く求められます。このため、

公務の民主的かつ能率的な運営を保障することを目的とした国家公務員法に基づき、人事行政に関する公正の確保及

び国家公務員の利益の保護等に関する事務をつかさどる中立・第三者機関として、内閣の所轄の下に設けられた機関

が、人事院です。

人事行政の公正の確保

公務員人事管理の公正性が確保されるよう、人事院が採用試験、任免の基準の設定、研修等を

実施しています。

労働基本権制約の代償機能

労働基本権制約の代償措置として、給与等の勤務条件の改定等を国会及び内閣に勧告してい

ます。

人事行政の専門機関として、社会一般の情勢に的確に対応した施策を推進し、国民から信頼さ

れる効率的な行政運営の確保を図っています。

（行政） （立法）（司法）

会計検査院
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国 の 機 関

内 閣 国 会裁 判 所

人事院

（参考）

人事院 内閣人事局

人事行政の専門機関

人事行政の公正の確保及び労働基本権制約の

代償機能の確保の観点から基準の設定等

幹部職員人事の一元管理及び各府省の人事

管理の統一保持上必要な総合調整等

各府省（大臣）

法令に基づき、個別の人事権を行使

1
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2

人事院は、人事官3人（うち1人は総裁）をもって構成される合議制の機関です。人事官は国会の同意を経て内閣に

より任命され、その任免は天皇により認証されます。

人事院には、事務部門として事務総局が置かれ、事務総長の下に内部部局としての5課2室（官房部局）及び4局の

ほか、公務員研修所、9地方事務局（所）から構成されています。

また、人事院には、国家公務員法及び国家公務員倫理法に基づき、国家公務員倫理審査会が設置されています。

（60６人）

（415人）

（
官

房

部

局

）

職

員
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祉

局

人

材

局
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与
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公

平

審

査

局

公
務
員

研
修
所

地
方
事
務
局
（
所
）

（32人） （158人） （12人）

北海道

東 北

関 東

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

※ （ ）内の人数は令和７年度末定員

事 務 総 局
（事務総長）

人 事 院
（総裁、人事官2人）

国家公務員倫理審査会
（会長、委員4人）

事

務

局

官 房 部 局

総務、人事、会計等の内部管理、所管法令の解釈及び法令案の審査、人事行政に係る国際関係業務、人事

行政施策を展開するための総合調整を担当しているほか、中長期的な人事行政施策の検討を進めています。

国国家家公公務務員員がが安安心心ししてて働働けけるる勤勤務務環環境境のの整整備備をを図図りりまますす職 員 福 祉 局

国家公務員の勤務時間、休暇等の勤務条件の整備や健康・安全管理など働きやすい勤務環境の整備に関す

る業務、災害補償に関する業務、服務規律・懲戒制度の企画・立案や職員団体に関する業務を行っています。

よよりりよよいい行行政政ササーービビススをを支支ええるる人人材材のの確確保保・・育育成成をを図図りりまますす人 材 局

人事行政の公正確保のため、採用試験、任用、分限、研修制度の企画・立案及び実施、多様な有為の人材を

公務に誘致する活動、各府省職員を対象とした各種研修の実施による人材育成に関する業務を行っています。

時時代代のの変変化化にに応応じじたた適適正正なな給給与与のの実実現現をを図図りりまますす給 与 局

労働基本権制約の代償措置として国家公務員の給与を民間に準拠した適正なものにするための給与勧告、

俸給や手当を決定する基準の策定のほか、高齢期の雇用・給与施策の検討等に関する業務を行っています。

職職員員のの利利益益保保護護とと公公正正なな人人事事管管理理のの確確保保をを図図りりまますす公 平 審 査 局

国家公務員が懲戒処分、公務災害認定、給与決定等に不服がある場合や勤務条件に関して行政措置を求め

る場合に準司法手続により審査を行っているほか、勤務条件等に関する相談の円満な解決に努めています。

信信頼頼さされれるる公公務務のの基基礎礎ででああるる公公務務員員倫倫理理のの保保持持をを図図りりまますす国家公務員倫理審査会事務局

公務に対する国民の信頼確保という倫理法の目的の下、倫理規程の制定・改廃に関する意見の申出、倫理

研修の総合的企画・調整、各種報告書の審査、倫理法・倫理規程に違反の疑いがある場合の調査、懲戒処分の

承認等の国家公務員の職務に係る倫理の保持に関する業務を行っています。

2
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総計：
約 339.５ 万人

[100%]

地方公務員：
約 280.４ 万人[82.６%]

国家公務員：
約 59.２ 万人

[17.４%]

一般職：
約 29.３万人
（49.６%）

特別職：
約 29.8 万人
（50.４%）

給与法適用職員：
約 28.４ 万人
（4７.９%）

検察官：約3千人 （0.5%）

行政執行法人職員：約7千人 （1.2%）

国会職員：約4千人
裁判官、裁判所職員：約2万５千人
大臣、副大臣、政務官、大使等：約5百人

防衛省職員：約26万8千人

行政執行法人役員：30人
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3

国家公務員は現在約59.２ 万人で、そのうち人事院勧告の対象となる給与法適用職員は約28.４ 万人です。

人口千人当たりの公的部門における職員数の国際比較

（単位：人）

フランス
（2021年）

89.8人

イギリス
（2022年）

71.9人

ドイツ
（2022年）

64.7人

アメリカ
（2022年）

62.6人

日本
（2022年）

38.3人

中央政府職員

政府企業等職員

地方政府職員

軍人・国防職員

（内閣人事局資料（未定稿））

注：

（注） 1. 本資料は、編集時点における各国の統計データ等を基に便宜上整理したものであり、各国の公務員制度の差異等（中央政府・地方公共団体の事業範囲、政
府企業の範囲等）については考慮していない。また政府企業等職員には公務員以外の身分の者も含んでいる場合がある。

2. 国名下の（ ）は、データ年(度)を示す。

3. 合計は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。

4. 日本の「政府企業等職員」には、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人の職員を計上している。

5. 日本の数値において、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び特殊法人以外は、非常勤職員を含む。

Ⅰ.国家公務員の種類と数(令和７年度)

1.図Ⅰの国家公務員の数は、令和７年度末予算定員である。ただし、行政執行法人については、「令和６年度独立行政法人等の役員に就いている退職公務員等の状況の公表」（内
閣官房内閣人事局）及び「令和７年行政執行法人の常勤職員数に関する報告」（総務省）における常勤役員数と常勤職員数である。また、図Ⅰの地方公務員の数は、「令和５年４
月１日地方公務員給与実態調査結果」（総務省）における一般職に属する地方公務員数である。

２.図Ⅱの「その他」には、例えば、研究所、大学校、刑務所などがある。
３.図Ⅰ・Ⅱの数値は、端数処理の関係で合致しない場合がある。
４.図Ⅱ・Ⅲの給与法適用職員の数は、「令和６年国家公務員給与等実態調査」（人事院）における給与法適用職員数である。同調査は再任用職員等を含まないため、図Ⅰの給与法
適用職員数とは合致しない。

本府省 地方機関 その他

Ⅱ.給与法適用職員の本府省・地方機関別の人数
(令和６年４月１日現在)

本府省
約4.7万人
（18.8%）

地方機関
約16.2万人
（64.8%）

その他
約4.1万人
（16.4%）

0

5000

10000

15000

20000

19

歳

以

下

20

｜

21

22

｜

23

24

｜

25

26

｜

27

28

｜

29

30

｜

31

32

｜

33

34

｜

35

36

｜

37

38

｜

39

40

｜

41

42

｜

43

44

｜

45

46

｜

47

48

｜

49

50

｜

51

52

｜

53

54

｜

55

56

｜

57

58

｜

59

60

歳

以

上令和６年 平成26年

Ⅲ.給与法適用職員の年齢別在職状況・全組織
(令和６年と平成2６年の比較)(人)

3

国家公務員の数と種類 3



    

    

    

    

CBT

    

Well-being

       

4

      

100

    

    

    

    

CBT

    

Well-being

       

4

      

100

    

    

    

    

CBT

    

Well-being

       

4

      

100

4

現在取り組んでいる主な課題と施策4



5

   

Mission

Vision

5

   

Mission

Vision

5



18,333 2,420

(7,712 ) ( )

24,240 7,557

(10,302 ) (3,250 )
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24,240

18,333

9,681

�卒者試験 大卒�度試験

��試験���区分（大卒�度）

��の実�������������す�事務をその職務�す

�係員の採用試験

大卒�度試験 高卒者試験 ��人試験（係員級）

��の��分���す�������を���す�事務をそ

の職務�す�係員の採用試験

��������実務の経験�を�す�人�を係長��の官

職�採用す���の採用試験

経験者採用試験の実施結果 （左表「経験者」の内訳）

試 験 名 申込者数 合格者数

経験者採用試験（係長級（事務）） 316(82) 40(9)

総務省経験者採用試験（係長級（事務）） 104(20) １０(１)

総務省経験者採用試験（係長級（技術）） 26(2) ８(１)

外務省経験者採用試験（書記官級） 131(60) １３(９)

国税庁経験者採用試験（国税調査官級） 580(124) １０４（２４)

農林水産省経験者採用試験（係長級(技術)） 15(2) １(０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(事務)） 55(5) ５（０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(技術)）
〈本省区分〉

9(1) ０(０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(技術)）
〈地方整備局･北海道開発局区分〉

18(0) ３(０)

観光庁経験者採用試験（係長級(事務)） 45(9) ２(２)

気象庁経験者採用試験（係長級(技術)） 52(8) １７(３)

元 ２ ３ ４ ５ ６令和

試験の種類 申込者数 合格者数

総合職
18,333人 2,420人
(7,712人) (７８８人)

一般職（大卒）
24,240人 7,557人

(10,302人) (3,250人)

一般職（高卒）
9,681人 3,132人

(3,384人) (1,158人)

経験者
１,３５１人
（３１３人）

２０３人
(４９人)

その他
４０,０９７人
（１４,１５０人）

１０,２８１人
（３,７６４人）

２０２４年度 採用試験実施結果

6

（注） （ ）内は、女性を内数で示す。
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国家公務員採用試験の申込者数の推移

一般職（大卒）

24,240

18,333

総合職

9,681一般職（高卒）

（人）

（年度）

経験者採用試験の実施結果 （左表「経験者」の内訳）

試 験 名 申込者数 合格者数

経験者採用試験（係長級（事務）） 316(82) 40(9)

総務省経験者採用試験（係長級（事務）） 104(20) １０(１)

総務省経験者採用試験（係長級（技術）） 26(2) ８(１)

外務省経験者採用試験（書記官級） 131(60) １３(９)

国税庁経験者採用試験（国税調査官級） 580(124) １０４（２４)

農林水産省経験者採用試験（係長級(技術)） 15(2) １(０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(事務)） 55(5) ５（０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(技術)）
〈本省区分〉

9(1) ０(０)

国土交通省経験者採用試験（係長級(技術)）
〈地方整備局･北海道開発局区分〉

18(0) ３(０)

観光庁経験者採用試験（係長級(事務)） 45(9) ２(２)

気象庁経験者採用試験（係長級(技術)） 52(8) １７(３)

元 ２ ３ ４ ５ ６令和
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人事院は、全体の奉仕者たる国家公務員を育成するという理念の下、全府省の職員を対象とした研修を実施しています。

   各府省に対し、時代に対応した魅力的な研修を提供するため、随時改善に取り組んでおり、近年は、マネジメント能力の

向上や職員のキャリア形成支援に力を入れています。
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メ ン タ ー 養 成 研 修

女性職員のためのキャリア支援研修（再掲）

幹部に対する役割認識の徹底のための研修

パーソネル・マネジメント・セミナー

多様な人材の活躍のためのオンラインセミナー

実 務 経 験 採 用 者 研 修

共働き・共育て時代の両立・キャリア支援セミナー

各府省内キャリアコンサルタント養成研修課長補佐級・係長級職員のための
マネジメントスキル基礎研修

女性活躍の推進

オンボーディング支援

昇任時相談窓口等体験研修 キャリア支援研修３０

キャリア支援研修２０

女性職員のためのキャリア支援研修

マネジメント力の向上 キャリア形成支援

行 政 官 長 期 在 外 研 究 員 制 度

行 政 官 短 期 在 外 研 究 員 制 度

行 政 官 国 内 研 究 員 制 度

※

主
に
本
省
審
議
官
級
を
対
象
と
し
た
古
典

を
題
材
と
す
る
思
索
型
プ
ロ
グ
ラ
ム

研修担当者向け

研修担当官能力向上研修

10

人材の育成6
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勤 務 時 間 制 度

人事院は、職員の適正な勤務条件の確保のため、各種制度の整備を行っています。

〇 職員の基本的な勤務時間は、1週間当たり38時間45分・1日7時間45分

〇 原則全ての職員を対象として、フレックスタイム制等を活用した柔軟な勤務時間の設定が可能

〇 刑務官や海上保安官など365日24時間対応する必要がある業務に従事する職員は、交替制で勤務

時代に即した働き方の推進

勤 務 時 間 制 度 の 概 要

ライフスタイルや働き方に対する価値

観が多様化する中で、個々の職員の事

情を尊重した柔軟な働き方や職員の健

康確保を推進するための取組を行って

います。

また、超過勤務の縮減、ハラスメントの

ない職場の実現に向けた取組を進めて

います。

職員がやりがいを持って生き生きと働くことができる環境づくりや、公務職場の魅力の向上の観点から、時代に即した

働き方を推進しています。

■ フレックスタイム制の見直し（令和７年４月）

土日のほかに週１日勤務しない日を設定できるようにしたほか、当日の勤務開始後でも、終業時刻等を変更できるように

しました。また、非常勤職員である期間業務職員がフレックスタイム制を活用できるようにしました。

■ テレワークガイドラインの策定（令和６年３月）

テレワークの適正かつ公平な運用が確保されるよう、内閣人事局と連携し、テレワークガイドラインを策定しました。

今後、テレワークのさらなる浸透と定着を推進するべく、ガイドラインの周知を行うこととしています。

12

勤務環境の整備7
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職員の採用年次や合格した採用試験の種類にとらわれず、能力・実績に基づく人事管理が行われるよう、人事評価

の結果を任免や給与へ活用するための仕組みを整備し、各府省における適切な活用を推進しています。

人事評価制度の基本的枠組み

職員の能力・実績の的確な把握による適材適所の
人材配置、メリハリのある給与処遇を実現

それぞれ
原則として6段階

で絶対評価

職務遂行に当たり発揮した能力

（評価項目に照らした行動）
を評価

（本府省課長補佐の例）
倫理、判断、説明・調整等

能力評価 （年１回）

職務遂行に当たり挙げた業績

（業績目標に照らした達成度）
を評価

組織として達成すべきミッションを踏まえ、
職員が期首に設定

業績評価 （年2回）

評価過程のコミュニケーションを通じて
職員の強み・弱みを把握。フィードバックにより
職員の成長を促し、組織パフォーマンスを向上

人事評価の流れ （基本的なパターン）

期首 期中 期末

期首面談 業務遂行
達成状況等の

自己申告
評価・調整等

評価結果の
開示

期末面談

評価者 被評価者・

目標内容の明確化・

認識の共有を行い、

目標等を設定

被評価者

目標等を踏まえた

業務を遂行

評価者

評価事実を収集、

フィードバックを実施

被評価者

目標の達成状況等

を評価者に申告

評価者

評価

（評価に不均衡が

あれば調整の上）確定

評価者

確定した評価結果

を被評価者に開示

評価者

評価結果や評価事

実に基づき、

被評価者にフィード

バックを実施

人事評価の実施と評価結果の活用サイクル

卓越して
優秀

非常に
優秀

優良 良好
やや
不十分

不十分

16

能力・実績に基づく人事管理 ～人事評価の活用～8



本省課長級未満への昇任 本省課長級への昇任 指定職級への昇任

能
力
評
価

〈直近２回の評価結果〉

１回 以上

〈直近２回の評価結果〉

１回 以上

〈直近２回の評価結果〉（順不同）

１回 以上、１回 以上

業
績
評
価

〈直近４回の評価結果〉

１回 以上

〈直近４回の評価結果〉

１回 以上

〈直近４回の評価結果〉

１回 以上

17

１年分の人事評価結果に基づいて昇給区分が決定されます。（昇給日：１月１日）

昇給への活用

※ 課長補佐級及び係長級の職員
（５５歳を超えない職員）の場合

人事評価
（１年分）

能力評価

業績評価（２回分）

＋

昇給区分 A B C（標準） D E

昇給号俸数 ８号俸以上 ６号俸 ４号俸 ２号俸 ０号俸

決定できる職員の上限割合 ５％ 20％

昇給区分A・Bは、能力評価結果と業績評価結果（２回分）の組合せの要件

を満たす者の中で組合せが上位のグループから順に決定されます。

３17，6００円

３15,4００円

３13,0００円

３１０，4００円

307,8００円

３級４６号俸

３級４２号俸

３級38号俸

○行政職俸給表（一）[係長級]
３級38号俸 （307,800円）
からの昇給の例

直近の業績評価の結果に基づいて成績区分・成績率が決定されます。

勤勉手当（ボーナス）への活用
※ 課長補佐級以下の職員の場合

※ 成績率は令和7年４月時点

成績区分（成績率） 人員分布率 業績評価

特に優秀 (124/100以上３１５/100以下) 30％以上
（うち「特に優
秀」5％以上）

以上

優秀 (11２．５/100以上12４/100未満) 以上

良好 （１０１/100） ― 以上

良好でない （9２．５/100以下） ― 以下

非常に
優 秀

優良

良好

評語が上の者から順に決定

任命権者は、次の官職の区分ごとに、人事評価（能力評価及び業績評価の結果）がそれぞれの要件を満たす者の中から、

最適任者を昇任させることができます。

昇任への活用

優良

優良

優良

非常に
優秀

非常に
優秀

非常に
優秀

優良

※ 「やや不十分」又は「不十分」がある場合は昇任不可

※ 係長級への昇任の場合は要件が緩和されます

職員の能力評価又は業績評価の全体評語が「不十分」の段階の場合、そのほか勤務実績がよくないと認められる場合

（※）であって、職員の上司が指導等を繰り返し行ったにもかかわらず矯正されなかった場合には、分限処分が行われ

ます。

※ 「勤務実績がよくないと認められる場合」の検討要素には、能力評価又は業績評価の全体評語が「やや不十分」の段階である場合が含まれます。

分限処分（降任・免職・降給）への活用

やや
不十分

業績評価（2回・順不同）

卓越して
優秀

卓越して
優秀

非常に
優秀

卓越して
優秀

非常に
優秀

優良
卓越して
優秀

非常に
優秀

優良 良好

卓越して
優秀

非常に優秀 優良 良好

能
力
評
価
（
1
回
）

卓越して
優秀 １位グループ

非常に
優秀 ２位グループ

優良

良好

＋2，6００円

＋5，2００円

＋7，6００円

＋9，8００円

※【特に優秀】区分の成績率の

上限を引上げ（令和７年度～）

17
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国家公務員の給与は、俸給（基本給）とそれ

を補完する諸手当から構成されています。

国家公務員の給与水準については、月例給

及びボーナス双方の支給実績を調査し、それ

ぞれ民間給与との均衡を図った上で決定して

います。

月例給のうち、俸給と諸手当の配分につい

ては、公務における人事管理上の必要性等を

踏まえて決定しています。

国家公務員給与の種類

（民間企業の基本給に相当）

俸 給

• 扶養手当

• 通勤手当

• 在宅勤務等手当

• 地域手当（民間賃金の高い地域に勤務する職員に支給）

• 広域異動手当

• 俸給の特別調整額（民間企業の管理職手当に相当）

• 本府省業務調整手当

• 超過勤務手当

• 住居手当

• 単身赴任手当

等

手 当

• 期末手当

• 勤勉手当

ボーナス

■ 職務給の原則

▶ 国家公務員の給与は、仕事の種類や、複雑・困難さ・責任の度合いに応じて決定されます。

▶ 仕事の種類（行政職、公安職、医療職など）に応じた17の俸給表があり、そのうちいずれかの俸給表が適用されます。

▶ 俸給表には職務の複雑・困難さ・責任の度合い（係員、係長、課長など）に応じた職務の級が定められています。

■ 成績主義の原則

▶ 昇格（上位の職務の級に変更すること）・昇給（上位の号俸に変更すること）は、勤務成績・能力に応じて決定されます。

勤勉手当についても、勤務成績に応じて支給される仕組みとなっています。（17頁参照）

職務の級 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 10級

代表官職
※本府省の例

係員 主任 係長 課長補佐 室長 課長

号俸

1

2

3

4

5

6

7

8

9

：

XXX,XXX

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

...

...

...

...

...

...

...

...

...

：

昇格

昇給

• 特殊勤務手当

行政職俸給表(一)（民間企業の事務・技術職に相当）の例
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適正な給与の実現9
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国家公務員は、労働基本権が制約される代わりに、人事院勧告制度を中核とする代償措置が講じられています。

労働基本権の付与状況

区分 団結権
団体交渉権

争議権
協約締結権

国
家
公
務
員

給与法適用職員 ○
△

（交渉は可能）
× ×

警察職員、海上保安庁職員、
刑事施設職員

× × × ×

行政執行法人職員 ○ ○ ○ ×

（注） ○印は認められているものを、△印は一部制約されているものを、×印は制約されているものを示す。

ＩＬＯ第９８号条約 （団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約） との関係

ILOは、国の行政に従事する公務員については団体交渉権・ストライキ権を制約することを認め、その場合には労

働者の十分な利益保護のための適切な保障が確保されることを求めています。

諸外国の国家公務員の給与改定方式

1. 労使交渉によらず国が給与を決定する場合

▶ アメリカの連邦公務員については、俸給の改定率（算出式）は法律に規定され、地域均衡給は大統領給与エー

ジェントが勧告し、大統領が決定

▶ イギリスの上級公務員については、上級公務員給与審議会が勧告し、首相が決定

▶ ドイツの官吏については、政府が労働組合の意見を聴取した上で法案提出、議会が決定

2. 労使交渉を行い労働協約を締結する場合

▶ イギリスの一般職員については、給与歳出枠の範囲内で配分交渉を実施し、労働協約を締結

▶ ドイツの公務被用者については、労働協約の効力は予算措置の有無に左右されないが、実質的に予算との調

整を図り交渉を実施し、労働協約を締結

3. 労使交渉を行うことはあるが、労働協約は締結できない場合

▶ フランスの公務員については、争議行為が認められているが、労使交渉を行うか否かは政府の判断によると

され、一般に政令等の改正により改定

判決に見る人事院勧告の意義

人事院勧告制度は、最高裁の判決において、労働基本権制約の代償措置であるとされています。

【全農林警職法事件判決 （最高裁大法廷 昭和４８年４月２５日）】

全農林警職法事件は、全農林労組の幹部が争議行為への参加をあおったなどの理由により国家公務員法違

反の罪に問われたもので、裁判では国家公務員法による労働基本権の制限の合憲性が問われました。

判決では、憲法28条の労働基本権の保障は公務員に対しても及ぶが、公務員の地位の特殊性と職務の公共

性に鑑みると、必要やむを得ない限度の制限を加えることは十分な理由があるとし、国家公務員法が身分、任

免、服務、給与等の勤務条件について周到詳密な規定を設け、さらに中央人事行政機関として、準司法機関的

性格をもつ人事院を設けていること、人事院が給与等の勤務条件について国会及び内閣に勧告することなど

の代償措置が講じられていることを前提に、労働基本権の制約を合憲としています。

21

労働基本権と人事院勧告の意義 10



高齢層職員の能力及び経験の本格的な活用

少子高齢化が急速に進展する中において、高齢層職員の能力及び経験の本格的な活用に向けた取組を推進してい

ます。平成３０年８月、人事院は、定年を段階的に６５歳に引き上げること等を内容とする意見の申出を行い、そ

の内容を踏まえた国家公務員法等の一部を改正する法律が令和５年４月１日から施行されました。定年の段階的な

引上げに併せて、新たに役職定年制や定年前の短時間勤務制を導入しています。

定年年齢を６０歳から段階的に６５歳へ引上げ

ただし、職務と責任の特殊性・欠員補充の困難性を有する医師等については、６５歳を超える特例定年を措置

新陳代謝を確保し組織活力を維持するため、役職定年制を導入

▶ 管理監督職を占める職員は、６０歳に達した日後における最初の４月１日までに管理監督職以外の官職に降任

又は降給を伴う転任

▶ 役職定年による降任等により公務の運営に著しい支障が生ずる場合に限り、例外的に引き続き管理監督職とし

て勤務させることが可能

６０歳を超える職員の希望に基づく短時間勤務を可能とし、多様な働き方を実現

▶ 任 期：定年退職日相当日まで

▶ 勤務形態：短時間勤務（週15時間30分から31時間までの範囲内の時間）

民間の実情等を踏まえ、当分の間、６０歳超の職員の給与を６０歳前の７割水準に設定

▶ 俸給月額は、原則として、６０歳前の７割に引下げ

▶ 諸手当のうち俸給月額の水準と関係するものも６０歳前の７割水準

▶ 任 期：１年以内（65歳到達年度までは更新可）

▶ 勤務形態：フルタイム（週38時間45分）又は短時間勤務

※ 定年の段階的引上げ期間中は、下記暫定再任用制度により６５歳までの任用が可能

～令和４年度
令和５年度
～６年度

令和７年度
～８年度

令和９年度
～１０年度

令和１１年度
～１２年度

令和１３年度～
【完成形】

定 年
60歳

【旧定年】
6１歳 62歳 63歳 64歳 65歳

生涯設計支援

４０歳～５０歳台の職員を対象に「生涯設計セミナー」を実施。定年の段階的引上げに伴う上記の諸制度や、年

金、定年後の生活環境の変化や収支等に関する情報提供を行うとともに、参加者同士による討議を通して、定年を

見据えた生涯設計について自ら考える機会を提供。

22

定年の段階的引上げ （令和５年度～１３年度）

役職定年制 （管理監督職勤務上限年齢制）

定年前の短時間勤務制

６０歳を超える職員の給与

暫定再任用制度（定年の段階的引上げ期間中の経過措置）

22

高齢層職員の能力及び経験の活用11



服務上の義務

23

国民全体の奉仕者としての服務規律

国家公務員は、国民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務することから、民間企業の勤労者とは異なり、服務

上の義務や制約が法律で規定されています。

 服務の宣誓

 法令及び上司の命令に従う義務

 争議行為等の禁止

 信用失墜行為の禁止

 秘密を守る義務

 職務に専念する義務

 政治的行為の制限

 私企業からの隔離・他の事業または事務

の関与制限

これらの義務に違反すると、懲戒処分の対象となります。

また、秘密を守る義務に違反した場合などは刑事罰の対象にもなります。

標準的な処分量定の例

非違行為 免職 停職 減給 戒告

故意の秘密漏えい ● ●

パワー・ハラスメントを行ったことにより、
相手に著しい精神的又は身体的な苦痛を
与えたもの

● ● ●

公金の横領 ●

詐欺・恐喝 ● ●

酒酔い運転による人身事故 ●

部下職員が行った非行の隠ぺい、黙認 ● ●

18 20 17 12 20 

50 50 49 57 50 

110 115 118 110 
134

56 
67 

50 61 

81 

0

100

200

300

400

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

懲戒処分数の推移（令和２年～令和６年）

２40

２85

免職 停職 減給 戒告

（人）

２３４
２５２

２３４
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規律の保持 12
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職員の利益の保護と公正な人事管理を確保する公平審査制度

公平審査は、職員が、懲戒処分や分限処分などの不利益処分を受けたことに不服がある場合、勤務条件に関して適当

な行政上の措置を求めたい場合、公務災害の認定等や給与の決定に不服がある場合に、それぞれ所定の審査手続に

従って行われるものです。人事院は制度の趣旨にのっとり、事案の適切かつ迅速な処理に努めています。

不利益処分についての審査請求

職員は、その意に反して降給、降任、休職、免職その他

著しく不利益な処分又は懲戒処分を受けた場合、人事院

に対し、審査請求を行うことができます。

人事院は、事案ごとに公平委員会を設置して審理を行

わせ、委員会が作成した調書に基づき、処分の承認、修正

又は取消しの判定を行います。

給与の決定に関する審査の申立て

職員は、給与法の規定による給与の決定に苦情がある

場合、人事院に対し、審査の申立てを行うことができます。

人事院は、必要な審査を行った上で、更正又は棄却の

決定を行います。

勤務条件に関する行政措置の要求

職員は、人事院に対し、あらゆる勤務条件に関して適当

な行政上の措置を求めることができます。

人事院は、必要な審査を行った上で判定を行い、ある

いは、あっせんなどにより適切な解決を図ります。

災害補償の実施に関する審査の申立て等

職員は、実施機関の行った公務上の災害の認定等に不

服がある場合、人事院に対し、審査の申立て等を行うこと

ができます。

人事院は、災害補償審査委員会に審理を行わせ、委員

会が作成した調書に基づき判定を行います。

懲戒処分

１１件（１０.５%）

分限処分

６件（５.７%）

その他

５件（４.８％）

行政措置要求

４５件（４２.９％）

災害補償審査申立て等

７件（６.7%）

給与決定

審査申立て

３１件

（２９.５％）

不利益処分審査請求
２２件（２１.０%）

総数
１０５件

（100.0%）

公平審査の種類別申立受付件数（令和５年度）

（注） 数値は端数処理の関係で合致しない場合がある。最近の事例

申立内容 要 旨

行政措置要求事案
（職場の女性トイレ

の使用）

トランスジェンダーである申請者からの執務階とその上下階の女性トイレの使用禁止の撤廃要求について、最高

裁判所判決*から現在に至るまで、当該判決が言及する執務階から離れた階の女性トイレ等を使用せざるを得な

いという不利益を甘受させるだけの具体的な事情が生じたとする当局からの報告はなく、申請者に対して当該

不利益を甘受させるだけの具体的な事情はないとするのが相当であることから、当局は、最高裁判所判決の趣

旨に従い、申請者に関して、執務室がある庁舎の女性トイレを自由に使用させるとの措置を講ずるべきである。

＊平成２７年の行政措置要求判定のうち女性トイレの使用制限を容認する部分を取り消した令和５年７月１１日最高裁判所判決

申立内容 要 旨

給与決定審査
申立事案

（勤勉手当の成績率
の決定）

申立人の勤勉手当の成績区分の決定に当たり直近の業績評価以外の人事評価の結果を考慮したことは不当で

あり、申立人の勤勉手当の成績区分及び成績率について、当該勤勉手当に係る基準日以前における直近の人事

評価の結果及び当該基準日以前６か月以内の期間における勤務の状況に応じて、決定するよう更正する必要が

ある。

申立てが認められたもの

24

不利益救済13
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https://www.jinji.go.jp/sousai/main.html

YouTube 37

https://www.youtube.com/watch?v=Z-rIRgapBBQ
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人事院総裁賞 ～国民の生活・安全を支えるプロフェッショナルの表彰～15
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